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 令和６年度の農地中間管理事業の実施状況については、【借入】１，９５３ｈａ、【転貸】

２，２４２ｈａで、累計借入実績は１８，２１８ｈａ、累計転貸実績は１８，１９７ｈａと

なっている。 

  この結果、県内農地集積率は６５．５％(前年比＋１．６％)となり、目標である９０％に

は届かないものの、農地中間管理事業が農地集積率の一翼を担った。 

 

  令和６年度の事業の実施にあたっては、次の５項目を柱とした取組方針に沿って推進した。 

（１）「地域計画の策定」との一体的推進  （２）農地の集積・集約化の推進 

（３）農地整備事業との連携強化      （４）中山間地域における推進 

（５）農業関連団体及び農業者組織との連携強化 

 

 特に上記取組方針（１）「地域計画の策定」との一体的推進、（５）農業関連団体及び農

業者組織との連携強化については、機構として地域計画の協議の場や農業委員・農地利用最

適化推進委員が集う研修会等へ積極的に参加し、事業制度改正等の内容説明を行うとともに

連携推進強化に向け、情報提供・収集を行った。 

 

令和７年度の事業の実施にあたっては、令和５年４月の農地関連法改正に伴う新たな事務

手続き方法等について、２年の経過措置期間を終え、本格的に始動したところである。 

機構の取組方針として「地域計画との一体的推進」を掲げ、市町村が策定した１９６地区

の地域計画の実現に向け、農地中間管理事業と一体的に進めることとなっている。 

 

  一方、地域では、担い手不足、後継者不足がこれまで以上に加速するもとで、農地中間管

理事業を推進していくにあたっては、「担い手に農地を集積・集約して効率的な生産ができ

る強い経営体を育成する」ことが機構の使命でもあり課題であることから、併せて担い手育

成に取り組むことも重要となる。 

 

  よって、令和７年度は下記の意見に十分留意し、事業に取り組むことをお願いする。 

 

○県・市町村・農業委員会等関係機関及び農業委員並びに農地利用最適化推進員等と一層連

携を図り、地域農業の維持・発展に繋がる円滑な農地の利用調整を行うため、市町村が策

定した地域計画との一体的な推進を行うこと。また、機構が果たす役割として、地域外の

受け手の情報収集・意向把握、地域への提供等、地域を越えたマッチングが重要となるこ

とから、地域コーディネーターとの情報共有を密にし、事業推進すること。 

○地域農業において、担い手不足、後継者不足が加速するもとで、宮城県農業経営・就農支

援センターとも連携を図り、担い手育成に資する取組により、事業本来の目的である「担

い手への農地の集積・集約化」を推進すること。 


